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2021 年 3 月期通期決算 主な質問と回答 

2021 年５月７日 

 【2021 年 3 月期の実績について】 

Q１ 2021 年 3 月期業績について全体感について、事業環境等を踏まえて教えてください。 

A１ 営業活動利益は前期比 47 億円（16.6％）減少の 236 億円、当期利益(親会社所有者帰属)は   

11 億円（7.5%）減少の 133 億円となりました。  

営業活動利益の主な増減要因は、以下のとおりです。  

 モバイル事業は、1Q での緊急事態宣言発令の影響による営業時間短縮や来店者数の減少、  

また 2Q での通信事業における一時的コスト増がありました。4Q には新機種の販売伸⾧によ

り業績回復傾向となりましたが、3Q までの減益をカバーするには至りませんでした。 

 畜産事業は、巣ごもり需要による内食向け販売の増加はあったものの、外食需要が低迷、国内

在庫が積み上がり、加えて中国による豪州産牛肉の輸入停止が相場を押し下げるなど価格下落

の影響がありました。3Q 以降は徐々に在庫調整が進みましたが、マイナス解消とはなりませ

んでした。食品事業も同様に外食向け販売が低調でした。 

一方で食糧事業では、配合飼料価格の高騰を背景にして前期比大幅な増益となりましたが、  

セグメント全体では前期比 9 億円の減益となりました。 

 油井管事業は、4Q に入り原油価格が US$60/バレル程度まで回復しリグカウントも緩やかに回

復しつつありますが、世界的なエネルギー需要の落込みによる北米の原油・ガス生産量の減少

により油井管需要の低迷が続きました。 

 

（ご参考）セグメント別 営業活動に係る利益／当期利益（親会社帰属）

（単位:億円）
20/3月期
通期実績

21/3月期
通期実績

増減
20/3月期
通期実績

21/3月期
通期実績

増減

ICTソリューション 110 110 ▲ 1
モバイル 71 58 ▲ 13
その他 8 8 0

190 176 ▲ 14 93 85 ▲ 8
食品 1 ▲ 4 ▲ 5
畜産 9 ▲ 9 ▲ 18
食糧 9 27 18
その他 4 0 ▲ 4

24 15 ▲ 9 13 15 2
工作機械・産業機械 11 7 ▲ 4
海外 13 ▲ 5 ▲ 17
エネルギー・化学品 他 15 16 1

38 18 ▲ 20 23 21 ▲ 2
航空宇宙 16 16 ▲ 0
車両・車載部品 2 2 ▲ 1
その他 5 3 ▲ 3

24 21 ▲ 3 17 15 ▲ 2
8 7 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 2 ▲ 4

284 236 ▲ 47 144 133 ▲ 11
その他、消去
合   計

営業活動に係る利益 当期利益（親会社帰属）

電子・デバイス

食   料

鉄鋼・素材・プラント

車両・航空



2 

 

Q２ 2021 年 3 月期は 2Q 時点での見通しと比べて営業活動利益では下振れ、一方で税前利益と当期

利益では上振れ、となりましたが、その内容を教えてください。 

【2Q 時点での通期見通し】 

営業活動利益  240 億円（実績 236 億円） 

税前利益    230 億円（実績 236 億円） 

当期利益    130 億円（実績 133 億円） 

A２ モバイル事業は新機種の販売伸⾧により見通し比 5 億円の上振れとなりましたが、再度の緊急

事態宣言により外食販売が落ち込んだ食品・畜産事業で 8 億円の下振れとなり、営業活動利益

は４億円の下振れとなりました。 

一方、税前利益では、支払利息の改善や持分法損益の伸⾧により、営業活動利益の下振れをカバー

しました。税前利益が改善した分、当期利益も上振れとなりました。 

Q３ 食料セグメントでは、営業活動利益は前年同期比９億円減少していますが、当期利益は前年同期

比２億円の増加となっています。その理由を教えてください。 

A3 営業活動利益よりも下の段階利益において、米ドル金利下落による金融収支の大幅改善、前期に

売却した事業の税効果を認識したことによる法人税費用の減少等が寄与したものです。 

Q４ 鉄鋼・素材・プラントセグメントでも、営業活動利益が前期比 20 億円減少の 18 億円に対して、

当期利益は前期比 2 億円減少の 21 億円となっています。その理由を教えてください。 

A４ 油井管関連では前期比▲17 億円の営業活動利益減益となりましたが、当該事業の主要子会社に

おける当社グループ出資比率は約 50％程度となっており、当期利益では前期比▲５億円程度の

減益に留まることが主因です。また、新規事業投資による持分法損益の増益３億円も寄与しまし

た。 

 【2022 年 3 月期見通しについて】 

Q５ 増収増益の見通しとなっていますが、主にどのような事業での伸⾧が期待できると考えています

か？  

A５ 新型コロナウイルス感染症拡大については予断を許さない状況が続きますが、ワクチン接種の普

及が進むこともあり景気は緩やかに回復傾向となると見ています。 

前期に外食需要の低迷や在庫調整等で苦戦した畜産事業・食品事業を中心に、企業における IT

投資需要の増加が期待される ICT ソリューション事業や前期にあった一過性のコスト増が無く

なるモバイル事業、設備投資需要の回復が見込まれる工作機械・産業機械事業などでの増益を期

待しています。 

Q６ ICT ソリューション事業は、コロナ禍にあっても堅調ですが、事業環境を含め今後をどのように

見ていますか。 

A６ 働き方改革や新型コロナウイルス対策など、昨今のテレワークへのシフトを受け、当面は企業の

IT 投資による需要が続くと見ています。中⾧期的には、兼松の既存ビジネスとの連携による DX

化促進などによる収益基盤の底上げも進めていきたいと考えています。 



3 

 

Q７ モバイル事業は、５G 対応や新料金（低価格）プランの動きなど、様々な環境変化があります。

今後の事業環境や事業の成⾧戦略について教えてください。 

A７ 

 

５G 対応の新機種が増えていることから、今後キャリアでの５G 基地局整備が進むことが期待さ

れています。 

法人向けについても、企業によるローカル５G 需要が徐々に増えることも想定されることから、

これらのニーズに対応できる体制の整備を進めています。新型コロナによるテレワーク関連の需

要がモバイル端末のみならず各種ソリューションにも及び、DX の推進に取り組む企業が増えて

いることから、今後の伸びが大いに期待されます。 

加えて、事業買収によるシェア拡大についても継続的に実行し、利益規模の拡大を目指します。 

Q８ リグカウントの回復も緩やかで、米国のエネルギー政策の動向なども気になるところですが、今

後の油井管事業については、どのように見ていますか。 

Ａ８ 石油会社からの油井管需要も 2021 年に入り増加に転じ、直近の単月では営業利益も一部ではプ

ラスとなり、事業環境は回復途上にあると判断しています。今夏のヒューストン地区での第二工

場稼働による輸送コスト削減や、独自開発の新ねじを採用した油井管の拡販と前期から持ち越し

となった助成金の利益計上を加え、今期は損益均衡を目標としています。 

 【future 135 の進捗について】 

Q９ 最終年度目標（当期利益）が下方修正されていますが、その背景について教えてください。 

Ａ９ 別途開示した、‟中期ビジョン「future 135」の進捗について”にも記載のとおり、６ヵ年の中期ビ

ジョン初年度は前期比増収増益と順調にスタートしましたが、２年目終盤以降、新型コロナウイ

ルス感染症拡大の影響により事業投資の進捗に影響が生じ、描いていた成⾧スピードに遅れが生

じました。当初の予定どおり３年経過した時点で、業績や事業投資の進捗などを確認した結果、

当期利益については、最終年度目標を 200 億円に見直しました。 

Q10 事業投資について、前半３年の実績と、後半３年の見通しについて教えてください。 

A10 コロナ禍もあり、事業投資の進捗に影響がありましたが、前半３年の投資キャッシュフローは合

計で 270 億円程度となりました。 

強みを有する事業分野での事業投資により、今後、営業利益や持分法による投資利益などへの利

益貢献が期待されます。 

後半３年についても、規模拡大、付加価値獲得のため、効果的かつ適切な事業投資を推進して参

ります。また SDGs 達成に向け、環境、社会、安全をテーマとする事業分野での投資を促進して

いく方針です。 

Q11 重点施策に、SDGs 達成に向けた、環境、社会、安全をテーマとする事業分野での投資とありま

すが、具体的にはどのような事業への投資を考えているのでしょうか。 

A11 環境に優しく安全で快適な次世代モビリティ社会へ寄与する事業、先端技術を社会の活性化に繋

げる DX 関連投資、安心安全な食の安定供給に関連した事業、脱炭素社会に向けた社会インフラ

改善のための事業、等です。 
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以 上 

Q12 重点施策に、グループ挙げての DX 推進とありますが、具体的にはどのようなことを考えている

のでしょうか。 

A12 当社グループ連結利益の約半分を占める、ICT ソリューション事業と、モバイル事業の中の法人

向けビジネスを、既存の商社ネットワークと融合させることで、ビジネスチェーンのデジタル化・

可視化による質の向上を推進し、商社機能の付加価値を高めることにより利益規模拡大を目指し

ます。 

 【株主還元について】 

Q13 総還元性向の目標レンジを 30～35％に上方修正しましたが、今後更に引き上げることは考えら

れますか。 

Ａ13 future 135 前半 3 年間の配当性向は、30.3%、34.8%、37.6%と上限の 30%を超えていること、

自己資本比率 25.8%、ネット DER 0.3 倍と、財務面での安定性において十分な水準に達したこ

とから、株主還元方針について実態に合わせて見直し、総還元性向の目標レンジを 25～30％か

ら 30～35％に引き上げました。2022 年 3 月期の年間配当予想は、１株当たり 60 円、配当性向

は 33.4％です。今後も、投資と株主還元のバランスを取りつつ、継続的かつ安定的な配当を実施

するという方針に変わりはなく、事業投資の積上げ等による当期利益伸⾧により、年間配当額を

増大させていく考えです。 


